
南部広域行政組合設立基本構想  
 
（１）	
 組合設立の必要性	
 

 社会経済の進展に伴い、住民の行政需要も増加の一途にあり、又、住民の行政サービスの要求も

強まる中で、市町村においては、限られた財源で対応しなければならず、能率的、経済的、行政を推

進する必要性に迫られている。 

 現状において、南部地区ほとんどの市町村で共通して早急に解決しなければならない事務として、

市町村の義務とされている伝染病隔離病舎の設置と現在、協議会方式で運営されている視聴覚ライ

ブラリー法人化移行への問題がある。伝染病隔離病舎の設置については市町村の義務となっており、

又、視聴覚ライブラリー法人化移行への問題については、現在１３市町村で協議会を設置して共同

運営を行っているが、法人格を有しないため、円滑な機能を果たし得ず、特に財政運営の面におい

ては、支障を来しており、その解決のためにも、組織の充実強化の必要性がある。 

 このような問題について、市町村単独で処理することは、経済的にも能率的にも問題が多く、大変

困難であり、広域に共同処理することが望ましいと判断する。 

 視聴覚ライブラリー共同処理については、組合に加盟する市町村のうち、一部市町村は除かれて

おり、市町村間で共同処理する事務は異なっているが、総合的かつ効率的な事務運営を図るため、

複合事務組合として南部広域行政組合を設置せんとするものである。 
 
 
（２）	
 設立基本計画	
 

１．組合の法人格 
	
 	
 	
 この組合は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条１項及び同法２８５

条に基づく、一部事務組合とする。 
 
２．組合を組織する市町村 
	
 	
 	
 南部１８市町村（那覇を除く）と浦添市、西原町を含む、別表第１に掲げる２０市

町村とする。 
 
３．組合の設立年月日 

	
 	
 	
 	
 昭和５６年４月１日 
 
４．組合の共同処理する事務 
	
 	
 	
 組合は、別表第２に掲げる市町村の次の事務を共同処理する。 

	
  	
 	
 （1）伝染病予防法（明治３０年法律第３６号）に基づく伝染病隔離病舎の設置及び
管理運営に関する事務 

	
  	
 	
 （2）視聴覚教育システムの整備及び管理運営に関する事務 
 

 
 



５．組合の組織 
	
 	
 	
 	
 この組合に次の機関を設置する。 
（1）議決機関 

     ア 組合の議決機関として組合議会を置く。 
     イ 組合議会の議員は１０人をもって組織し、市町村長を代表する者並びに市町議会議

長を代表する者から選出するものとし、その選出区分は次のとおりとする。 
・市町村長を代表する者（４人） 
・市町村議会議長を代表する者（６人） 

     ウ 議員の任期は、２年とする。 
 
	
 （2）執行機関 
	
 	
 	
 ア	
 管理者、副管理者及び収入役 

・	
 組合の業務を執行するため、管理者、副管理者及び収入役をそれぞれ１人置く。 
・管理者及び副管理者は、議員を除く組合市町村長の中から組合議会において選挙す

る。 
・収入役は、組合市町村の収入役の中から管理者が組合議会の同意を得て選任する。 
・管理者、副管理者及び収入役の任期は２年とする。 

     イ 教育委員会 
	
 視聴覚教育システムの整備及び管理運営に関する事務を共同処理するため地方教

育行政の組織及び運営に関する法律第２条の規定に基づき、教育委員会を置き、委

員の定数は５人とする。教育委員会は組合市町村の教育長の中から選任する。 
	
 	
 	
 	
 	
 ウ	
 事務局及び職員	
 

組合の事務局は、那覇市与儀５８５番地、南部会館内に置く。事務局に次のとお

り職員を置く。	
 

・事務局長	
 	
 １人	
 	
 	
 	
 

・事務吏員	
 	
 ２人	
 

・看護婦	
 	
 	
 １人	
 

	
 	
 	
 	
 	
 エ	
 監査委員	
 

・組合の運営及び資産の状況を監査するため監査委員を置く。	
 

・監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て組合議会議員から１人、知識経験者か

ら１人を選任する。	
 

・	
 監査委員の任期は、組合議会議員の中から選任される者にあっては、組合議会議員

の任期によるものとし、知識経験者にあっては、４年とする。	
 

	
 

６．組合の経費	
 

（1）組合の運営並びに伝染病隔離病舎の設置に要する費用に充てるため、毎年度予算におい
て市町村に負担金を課する。 

（2）伝染病患者の収容治療に要する経費は、その患者の属する市町村の負担とする。	
 



別表第１	
 

	
 	
 組合を組織する市町村	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 
別表第２ 
	
 	
 組合を共同処理する事務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

糸 満 市	
 豊 見 城 村	
 東 風 平 町	
 具 志 頭 村	
 玉 城 村	
 

知 念 村 	
 佐 敷 町 	
 与 那 原 町 	
 大 里 村 	
 南 風 原 町 	
 

仲 里 村	
 具 志 川 村	
 渡 嘉 敷 村	
 座 間 味 村	
 粟 国 村	
 

渡 名 喜 村	
 南 大 東 村	
 北 大 東 村	
 浦 添 市	
 西 原 町	
 

 

（1）に関する

事務 

糸 満 市	
 豊 見 城 村	
 東 風 平 町	
 具 志 頭 村	
 玉 城 村	
 

知 念 村	
 佐 敷 町 	
 与 那 原 町	
 大 里 村 	
 南 風 原 町 	
 

仲 里 村	
 具 志 川 村	
 渡 嘉 敷 村	
 座 間 味 村	
 粟 国 村	
 

渡 名 喜 村	
 南 大 東 村	
 北 大 東 村	
 浦 添 市	
 西 原 町	
 

（2）に関する

事務 

豊 見 城 村 与 那 原 町 大 里 村 南 風 原 町 渡 嘉 敷 村 
座 間 味 村 粟 国 村 渡 名 喜 村 南 大 東 村 北 大 東 村 

 


